
農林金融2024・9
28 - 372

2011年夏から翌３月、カリフォルニア大

学デイビス校滞在が一つの契機である。農

業経済学の同僚教授と大産地サリナスを訪

れ、白人経営者が請負業者に依頼する違法

滞在メキシコ人の大量雇用に驚くとともに、

日本人移民の農業経営の展開も見ることが

できた（堀口（2012））。全米トップの蘭栽

培経営者になった奈良県出身の故アンディ

ー松井さんは、忙しい中、私ども夫婦に自

ら施設を案内してくれた。これ以降、外国

人労働力と農業の研究に力を注いだが、外

国人が経営者として農業に関わる様子は日

本ではあまりなく、また気が付かず、研究

をあまり行っていなかった。

だが、最近、農業の特定技能２号合格者

をヒアリングして、日本の独特な仕組みの

技能実習や特定技能１号で技能と日本語を

磨き上げた彼らに驚かされた（堀口・軍司

（2024））。流ちょうな日本語で会話し、幹部

として経営を取り仕切るのを見ることで、

いずれ経営者になる可能性が大きいことも

知った。もっとも農業の経営管理ビザは法

人（500万円以上の資本金等）のみが対象の

ようで、個人事業で出入国在留管理庁（以

下、入管）から経営管理ビザを取るのは難

しいようだから、若い彼らがすぐに経営者

になる道はまだ狭いといわざるをえない。

しかし永住ビザ等で外国人が経営者として

農業経営を仕切る事例は最近増えているよ

うで、調査研究が必要なことを認識し、急

いで本稿を取りまとめた。

（1）　一般法人による借地進出
― 中国野菜の栽培、中国「農家家庭

料理」の店そして通販

中国人Ｈさん（53歳）は98年に来日、ソ

フト会社に今でいう技術・人文知識・国際

業務（以下、技人国）ビザで雇われた。そ

して４年後の03年に独立し都内に会社を設

け、経営管理ビザで働き、その後、永住ビ

ザを08年に取得しこれに切り替えている。

だが自身は農家出身でもあったので、16

年にシイタケ栽培で日本の農村に進出した

い中国の友人と法人を設立し、農業への取

り組みを始めた。
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レストランに変えるが、農地転用の上、内

装を変えた。その食事客が通販で野菜を購

入してくれる。また都会の食堂から依頼さ

れ、農場の野菜に加え、他の食材も用意し

おさめるので、ビジネスの利益は大きい。

なお農地は借りる方が安く、次の更新も

確実なので、農地の購入は考えていない。

従業員は中国の大卒者10名を男女半々で

技人国ビザにより雇用し、顧客の大半が中

国人なので、作業の傍らサービスも応援し

てもらうことで、中国人の評判をしっかり

とらえている。なおネパールの人も同じく

らい雇用している。日本人を雇用せず外国

人依存は、彼らの方が働く意欲が強く残業

もいとわないからである。

（2）　産業廃棄物処理工場用の土地購入

から農業・観光園への転換

情報処理機器、OA機器や鉄・非鉄金属等

再生資源買取販売を、長年ビジネスにして

いる中国人Ｓさん（46歳）は、12年に日本

国籍を取得している。

今回の地域は、地元地権者からの買取要

請で少しずつ林地、農地を増やしてきたが、

周辺住民からの強い申し入れで、産業廃棄

物処理はやめて、農業・観光園に取り組ん

でいる。19年山林そして放棄地１haを最初

に購入して地域に進出し、今では５haある。

地目では山林と農地が半々である。会員制

観光農園にすべく、23年７月一部開設した

が、まだ完成には至っていない。すでに投

資額２億円を超えているが、写真２にみる

ように、家族でバーベキュー等を楽しむ小

不動産業者等の応援を得ながら農地を探

し、さいわい17年春に３か所の団地に分か

れた農地を10年契約で借りることができた。

地主農家がイチゴ栽培から手を引き、その

放棄した農地を借りたのである。いちご用

ハウスをまず撤去し、菌床栽培用のしっか

りしたハウスを設けたが、数年で菌床栽培

をやめ、中国野菜に転換した。ハウス88棟、

うち中国式の大型ハウス３棟（写真１）、で

計２haある。駐車場や作業敷地を含めると

総面積は５ha、また近くの山林1.4haを別荘

付きで購入し、食事客の宿泊に結びつくよ

うに改造中である。資金は都内の会社の借

入先だった信用金庫が出している。

21年に都内の会社の代表権を他に譲り、

今では農業に力を入れ、家族は都心に置い

て自身は農場滞在が多い。

なお農地借入は行政書士が農業委員会に

申請し許可を得ている。本人が農業委員会

と直接に折衝したのは菌床用のハウス新設

で、以降は下記の転用等で農業委員会との

コンタクトは多い。道路沿いのハウスを中

国の農家風家庭料理を売り物にした簡易な

写真１　南面が広く加温施設が不要
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者は30人と数が多い。その中で、今では農

場長のつくば大及び同大学院修了の中国人、

そして彼が、唯一、外国人であった。

ここで有機農業を学び、新規独立を考え

２年間で同法人を退職、近くの妻の親戚に

雇われて働いた。この間、同法人の社長（法

人の創設者）が組織する「そば栽培研究会」

にも加わって勉強し、１年後の経営継承を

考え、新規就農を考える日本人と二人でそ

ばとニラの農業法人を立ち上げることにし

た。５年間の経営計画も立て、認定農業者

の申請も並行して行っている。

20年７月に法人が立ち上がり、その３か

月後には個人で認定農業者も認められた。

経営は、最初のそばは２haだったが、今で

は放棄地を任せてもらい20haに広がってい

る。またニラも２haから今では５haに拡大

し、地域では大規模法人のひとつになって

いる。

法人の代表者はＣさんで、中国人という

こともあり、農地の斡旋は顧問になってく

れている同法人の社長にお願いしている。

その場合、どうしても放棄地が多くなるが、

これを断らずに借り入れ、地域の信用を得

て、順調な拡大ができている。法人代表は

日本人の方がよいのでは、というアドバイ

スもあったが、彼は自ら代表者になり、従

来からの普及員や農協指導員とのよい関係

もあり、地域での著名な法人になっている。

法人は立ち上げて５年、上記の規模で売

上高は目標の１億円を超えている。雇用者

は正社員４人、うち３人はいずれ独立した

い日本の若者が働いており（もう一人はベ

屋があり、中でカラオケも楽しめる。そし

て、従業員が主に管理する菜園や花畑等を、

訪問者が栽培や収穫を楽しむ。入場料は取

らずに、楽しむ食事の材料等の販売で収入

を得る。さらに野菜を主に通販で対応する。

これらの主たる客は中国人である。

（3）　そばとニラが主の雇用型経営を

地域で立ち上げた中国人Ｃさん

35歳の彼は中国の大学を農業課程で卒業、

その後、国内の農業系の会社に就職したが、

日本の技術を学びたく、14年に技能実習生

で来日した。しかし、元の会社が人手不足

になり要請もあって、技能実習生を１年で

切り上げ帰国している。

この間、中国にいた妻になる日本人と知

り合い、結婚した。式は中国で上げたが、

17年に来日、妻の実家にまずは落ち着き、

近くの著名な大規模農業法人で正社員とし

て働くことになった。この法人は有機野菜

に大いに取り組み、日本人の新規就農を目

指す若者を受入れ、複数の農場や施設を手

広く運営している。ここで雇われて働く若

写真２　食事用の小屋と農作業を楽しむ菜園
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た。Ｍさんが「モンゴル村」の村長になり

運営していたのである。しかし地域の事情

で村は16年閉鎖された。

その後、18年に近隣の町から彼に８頭の

羊の寄贈があり、それを機会に地元の草地

を利用して羊飼いに取り組むことになった。

羊肉料理も地域には需要がある。彼の子供

時代は遊牧民として育ったので、羊を育て

毛を刈りまた羊肉の出荷が可能である。

借りる土地は採草放牧地なので農業委員

会の許可が必要だが、Ｍさんなら放牧利用

できるとして許可を得ることができた。そ

の後、借入地が増え、今では150頭が15haを

超える草地で飼養されている。多くが借入

だが、認定農業者になって以降は、一部、

所有も出てきている。

（1）　農水省の全国集計にみる動向

農水省は、公表してきた「外国法人等に

よる農地取得に関する調査」（令和３年８月

３日及び令和４年８月２日）の対象範囲を

広げ、日本に住む外国人そして日本に住む

外国人の関係法人による農地取得面積（所

有権）を初めて公表した（24年７月19日）。

23年90.6haで、日本に住む外国人が営農目

的で農地を取得した面積が大きく、全体の

３分の２の219人・60haである。営農目的の

取得に加え、日本人配偶者を持つ外国人が

相続で取得する場合も含まれている。なお

法人の農地取得は20社・30haである。

トナム技能実習生）、彼らの独立を農地の

斡旋も含めサポートすることになっている。

別に日本人パートが10人いる。

なお法人は農協の組合員だが、ニラの選

果場の必要性を認識していて、農協が設置

できないか、提案中である。ダメなら自ら

施設設置を考えてもいいとしている。

農地はすべて借り入れである。しかし

FIT（固定買取制）を利用した「野立て」の

太陽光発電所が周りに林立し、発電所が高

額で放棄地、遊休農地などを購入するので、

農地価格が高騰している。もともと周辺の

農地価格は10a当たり30～50万円だったが、

100万円以上になってきた。Ｃさんの借入

地の一部は返却させられ、1.5haが転用にな

っている。

長期の経営のため、また田園生活の今後

を楽しむために、一部、農地の購入を彼は

考えているがなかなかできない。さしあた

りはすべて借り入れで規模の維持・拡大が

狙いになる。

（4）　羊飼いを定着させたモンゴルの

青年Ｍさん（36歳）

04年に日本の大学に留学生として来日、

大学で学んだ後、卒業後は帰国を考えてい

た彼は、東日本大震災を見て考え方を変え、

モンゴルの居住施設であるゲルの普及を考

えた。ゲルの中には数台のベッドも置かれ

避難施設として有効と考えたのである。実

際にはその考えは採用されなかったが、地

元の町がモンゴル村として13年に友好施設

を設け、広くモンゴルとの交流が期待され

３　外国人の農地取得の動向
　　と課題　　　　　　　　

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/



農林金融2024・9
32 - 376

（売買）が計7.5ha（年2.5ha）、経営基盤強

化法と中間管理事業による賃貸借が計7.6ha

（年2.5ha）あり、売買と賃貸借が年平均だ

がほぼ同じである。

売買は３年間で10件、個人・法人が半々、

計34筆になる。賃貸借は３年間で16件、個

人10件、法人６件、計31筆になる。国籍は

圧倒的に中国で、売買にタイ、貸借にミャ

ンマーがそれぞれ１件のみである。在留資

格は定住・永住がほとんどだが一部に経営

管理もある。日本人を含む年間の同市の農

地売買件数はおよそ240件程度だから、外

国人のそれは１～２％でしかない。だが関

係者は今後の増加を予想している。

全国で永住ビザは23年末で90万人弱だが

中国人が最大の33万人、定住ビザは22年末

で21万人、その３位の中国人2.6万人、この

多さが農業参入への中国人の多さに反映し

ているのであろうが、新規就農が多いのか、

既就農者の規模拡大が進行しているのかは、

詳しいことは分からない。今後の調査に待

たなければならないし、これからは他の国

籍の人の参入が増えるのかも知りたいとこ

ろである。なお同じ中国出身を理由として、

中国人は他の中国出身の人を呼ぶ傾向が強

いかもしれないと指摘する人もいる。

（3）　外国人の農業参入にみる課題

いずれにせよ、日本の農家が後継者を得

ることなく廃業が多い中、日本人の新規参

入や規模拡大がなかなかみられないもとで

は、後を継ぎ、あるいは放棄された農地を

受け止め、参入する外国人がいることは望

従来公表している外国法人や海外に住む

外国人の農地取得は、23年はなかったとし

ているが、香港の企業が49％出資する法人

が愛媛県西条市で60a取得し、17年以降計10

数ha取得、キウイフルーツを生産している

と述べている。

農水省は17年から上記の海外関係を集計

対象にし、22年から日本に住む外国人や関

係法人を加えたことになる。この日は外国

資本の森林取得状況も公表し23年490haだ

った。

（2）　茨城県鉾田市にみる動向

この23年の90.6haがどのくらいの意味を

持つかは、今後検討が必要である。全国で

農業従事外国人が最多の茨城県、その県下

で外国人の農地取得が大きいとみられる地

域のひとつは鉾田市であろう。同市は、市

町村別農業産出額の野菜区分で、22年まで

10年弱・連続全国１位になっているが、そ

れを支える外国人労働者が多く、このこと

が同市に外国人が新規参入しやすいことに

関係していると思われる。農業従事特定技

能１号の外国人は茨城県23年末で3,494人、

このうち鉾田市は1,217人だから、かなり集

中的に集まっている。特定技能２号の合格

者も多いようで、こうしたことが市内から

あるいは外からも鉾田市に人が集まる背景

になっているとみられる。

鉾田市の農業委員会によれば、同市の外

国人個人そして外国人が関係する法人によ

る農地取得は、21年度、22年度、23年度の

３年間の農地法３条による同市の許可面積
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とつに鉾田市の現場では、農協に加入して

いるものの部会の出荷規格に合わせない外

国人がいることが指摘され、共販に乗れな

い人も出ているようである。どのように融

和・共存すべきか、現場では多様な苦労・

工夫が続いているようである。

なお個人の農業参入には、日本人も同様

だが、農地のすべてを効率的に利用し、必

要な農作業従事等も要件として示されてい

る。

農地の所有を法人が望む場合は農地所有

適格法人の要件が求められる。

貸借の場合は一般法人でもよいが、貸借

契約に解除条件も付され、地域における適

切な役割分担のもとに農業を行い、役員等

が１人以上農業に常時従事することは、日

本人の場合と同様に求められる。

これらがしっかりと参入後も維持される

ことが課題になろう。
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（ほりぐち　けんじ）

ましいことである。問題は、参入の日本人

と同様に、農地取得により経営者として経

営が展開できているか、あるいはできそう

か、である。兼業経営だとしても定着でき

れば、農地利用の拡大や維持に貢献するこ

とになる。

日本に住む外国人や、日本で本店を持ち

必要な要件を満たす・外国人が役員の農地

所有適格法人の農地所有は、活動する内容

は日本の法律や制度に従うので基本的に問

題はないが、海外に住む外国人や法人の出

資者は日本の法律に縛られることがないの

で、農地取得から排除するのは妥当であろ

う。農地は食料生産に係る重要な資産で、

これについて海外から指揮を受けるのは望

ましくない。この点、現下の農地法等の許

可の仕組みはその方向で機能している。

ただし外国人関係者の農業参入は受入れ

が歓迎されるにしても、地域農業との融和

が求められ、誘導・指導が必要である。日

本人を含め、個人そして法人が農業に参入

する場合の要件が農水省から示されている

が、その一つに周辺の農地利用に支障がな

いことが述べられ、特に地域の農業慣行尊

重や協調が期待されている。トラブルのひ
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